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日本の労働審判制度は、平成18年4月にスタートしま

したが、利用件数は年々増加しています。日本で従業員を

雇用する外資系企業においても、従業員から労働審判を申

し立てられ、ある日突然申立書の送達を裁判所から受ける

ことが考えられますので、日本の労働審判とは何かを理解

した上で、後述のような労働審判制度のタイトなスケ

ジュールを加味し、どのような対応を行うべきかをあらか

じめ理解しておくことが重要といえます。本稿では、日本

でビジネスを行う外資系企業向けに、日本の労働審判制度

の概略を説明し、従業員から申立てを受けた場合の初動対

応について説明いたします。 

 

１ 労働審判制度の概略 

（１）概略   

労働審判制度は、企業と個々の労働者の間の権利義務

に関する紛争を対象として調停と審判を行う手続きです。 

日本では、訴訟提起前に必ず労働審判の申立てをしな

ければならないというものではなく、労働審判手続を利

用するか否かは当事者が選択することができます。 

また、労働審判手続では、代理人弁護士を必ずつけな

ければならないわけではないため、労働者本人が弁護士

を付けずに労働審判を申立てるケースも多々あります。 

  労働審判制度では地方裁判所において、裁判官1 名

と労働関係の専門的知識・経験を有するもの2 名（労

使それぞれから1名ずつですが、必ずしも弁護士など

法律職にあるものとは限りません。また、当事者は、審

判員を指名・選択することはできません。）によって構

成される合議体（労働審判委員会）が審理を行います。 

 

（２）審理期間 

  労働審判は、原則として3回以内の期日において、

審理を終結しなければならないとされており、スピー

ディーな紛争解決手続と位置づけられています。労働審

判手続の平均審理期間は74.8日とされており、地裁段

階での労働関係通常訴訟事件の平均審理期間の 14.3か

月と比較しても、労働審判を利用した場合には、早期の

紛争解決が期待できるといえます。 

 

（３）答弁 

労働審判手続は上記のようなスピーディーな手続きで

あり、原則として第 1回期日は、申立てがなされた日

から40日以内に指定されなければならないとされてい

ます（規則13 条）。また、第1回期日までに主張や証

拠書類を提出しておくことが重要であり、やむを得ない

事由がある場合を除き、補充的な主張や証拠書類の提出

は第2回期日までに提出しなければなりません（規則

27条）。申立てを受けた相手方は、答弁書を裁判所に

提出し、その中で、申立ての趣旨に対する答弁、申立書

に記載された事実に対する認否、答弁を理由づける具体

的な事実、予想される争点及び争点に関する重要な事実、

予想される争点ごとの証拠等を記載する必要があります。

（後述のとおり、第１回期日から調停が行われることが

通常であるため、それまでに労働審判委員会に事案の内

容をきっちり理解しておいてもらう必要もあります。）

そのため、従業員から予期せず労働審判が申立てられた

場合、相手方となる会社側から主張・証拠を提出するた

めの準備期間がかなりタイトである点注意が必要です。 

  一方で、労働審判制度は、争点が複雑な紛争について

は、適しておらず、審判委員側が、労働審判手続きに適

していないとして手続きを終了させる場合もあります

（法24条）。 

 

（４）調停 

  労働審判手続においては、調停の成立による解決の見

込みがある場合には調停を行うとされており、調停が成

立した場合には、裁判上の和解と同一の効力を有します

（成立後に和解内で定められた内容に不履行があった場

合、調停をもとに強制執行を行うことができることにな

ります）。労働審判事件の約7割が調停により終了し

ています。実務上は第１回期日から調停が行われるのが

通常です。 
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  労働審判手続では、期日において、後述の通り労働審

判委員から会社担当者に対して細かい事実関係について

直接質問が行われる場合があり、また調停を成立させる

ための条件などその場で迅速な判断が求められることが

あるため、事実関係を十分理解している会社担当者及び

和解を行うための判断権限を有する会社担当者の出席さ

せることが好ましい場合が多く、また労働審判委員から

かかる会社担当者の出席を要請されることもあります。

会社担当者は、期日に出席した際の労働審判委員からの

事実関係についての質問に備えて十分に事前準備を行っ

ておく必要があるといえます。（但し、訴訟手続きにお

ける証人尋問のような厳格な形式ではなく、労働審判委

員からフランクに意見を聞かれます。） 

 

（５）審判 

  当事者の意見が整わず、調停によって紛争を解決でき

ないときには、最終的に審判が下されることになります。

審判では、金銭支払い等財産上の給付を命じるほか、そ

の他紛争の解決のために相当と認める事項を定めること

ができます。 

  当事者が審判を受諾すれば、審判は裁判上の和解と同

一の効力を持つことになりますが、いずれかの当事者か

ら異議の申立て（労働審判の告知を受けた日から 2週

間以内）があれば、労働審判は失効し、訴訟手続きに自

動的に移行することになります（労働審判申立書が訴訟

手続きにおける訴状とみなされます。ただし、実務上は、

申立書だけで手続きが進むことは少なく、訴状に代わる

準備書面を提出させる運用がとられていることが多いよ

うに思います）。訴訟手続に移行した場合、判決が出て

も、敗訴当事者が上訴を行う可能性があり、理論上は、

地方裁判所、高等裁判所、最高裁判所の3審を経る可

能性があります。そのため訴訟手続きに移行した場合に

は、訴訟手続中に裁判所を交えて裁判上の和解が行われ

ることもありますが、労働審判を利用して解決する場合

と比較して、紛争が長期化することが予想される点に留

意が必要です。（労働審判と訴訟第1審の平均審理期

間の比較は前述の通り。） 

また、訴訟手続きは公開の法廷で行われるため、会社

名や事案の詳細が公になってしまう可能性が高まる点に

も留意が必要です。 

  労働審判手続きが申し立てられた場合であっても、申

立てを受けた相手方の労働審判への参加は強制的なもの

ではないため、申立てをされた相手方は、労働審判に参

加しないことを選択し、手続きに欠席することも可能で

す。ただし、申立てをされた会社側が労働審判に欠席し

た場合、通常は、最終的に労働審判委員により審判が下

されます（通常は、申立人の主張・立証を踏まえ、申立

人の求めに応じた審判が下されることが多い）ので、訴

訟を指向するとしても、通り一遍でもいいので、主張、

証拠を提出するのが無難といえます。会社側は上述のと

おり、審判に対して異議を申し立てることが可能であり、

その場合、訴訟手続に自動的に移行することになります。 

 

（６）労働審判手続の一般的な流れ 

  以上を踏まえ、労働審判手続においては一般的に以下

のような流れで進むことが多いといえます。 

 ・第1回期日：労働審判委員が争点整理と必要な証拠

調べを行い、評議をして心証を固め、当事者に調停案を

提示して積極的に調停を試みる（調停案の提示は 2回

目以降に行われることもある）。 

・第2回・第3 回期日：積極的に調停を試み、調停が

成立しなければ労働審判を出す。 

 

２ 労働審判制度を利用するメリット・デメリット 

以上を踏まえると、労働審判手続を利用することのメ

リット・デメリットは以下の通りに整理できます。 

 

メリット 

・法律上の請求のみに限らず、柔軟な紛争

解決が可能。 

・労働審判手続きは訴訟手続きと異なり原

則非公開の手続きであり、紛争の詳細が公

になることなく解決を行うことができる。 

・3回の期日で審理が終結し、早期の紛争解

決できる可能性がある。 

デメリット 

・双方が労働審判手続きに参加して最終的

に審判が出されても、当事者が同意しない

場合には、結局訴訟手続に移行することに

なり、労働審判にかけた労力が無駄になる

可能性がある。 

・労働審判での解決を目指す場合、主張や

証拠の提出を、第1 回期日までに行ってお

くことが重要であるが、申立てから期日ま

での期間がタイトであり、準備期間が限ら

れている。 

 

３ 労働審判手続を提起された場合に何を行うべきか 

  従業員から労働審判の提起を受けた場合、まず、労務

を専門にし、日本の労働審判の経験を有する日本の弁護

士に相談を直ちに行い、労働審判手続を利用することの

メリットを踏まえて、労働審判に積極的に対応するかど

うかの対応方針を決定する必要があります。 

上述のとおり、紛争を長期化させずなるべく早期に解

決したい場合や、紛争が裁判手続きで公になることを避

けたい場合には、労働審判手続に積極的に対応する方が

会社側にとってもメリットがあるといえます。 

  そして、会社が労働審判手続に積極的に対応する場合

には、上述の通り期日までかなりタイトなスケジュール

であるため、会社側として適切な主張・証拠の提出を行
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うために、できる限り早期に適切な弁護士に委任し、資

料や主張の取りまとめを行うなど、第1回期日までに

十分な答弁書を提出することができるように、また、会

社担当者が労働審判委員からの事実関係についての質問

に十分に対応できるように、打ち合わせを行う必要があ

ります。 

外資系企業において注意が必要な点としては、日本の

労働審判における提出書面は、委任状や、答弁書などす

べて日本語である必要があり、日本語以外の文書の場合

は翻訳を添付する必要があります。そのため、外資系企

業内において、弁護士が作成した日本語の文書を提出前

に社内での確認する必要がある場合や、日本語以外の言

語で作成された社内資料を労働審判手続きにおいて証拠

として提出する必要がある場合には、これらを日本語に

翻訳するために必要な時間も踏まえて、申立て後直ちに

弁護士とコミュニケーションを開始する必要がある点が

挙げられます。 

また労働審判手続きに参加する場合、積極的に調停が

行われることから、調停案が出された場合に、これに対

して社内において意思決定を迅速に行うことができるよ

うにしておく必要があります。必ずしも期日のその場に

て調停受諾の可否を決定しなくてもよい場合もあります

が、原則として労働審判が 3回の期日で終了すること

を想定している点を踏まえ、事前に可能な限り想定され

る調停案を想定して迅速に意思決定を行う準備をしてお

く必要があります。 


